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長崎市の斜面市街地は都市基盤の整備の遅れや人口減少など多くの問題が指摘されている．一方，斜面

地特有の夜景は長崎の景観資源として位置づけられるなど，今後の長崎市において斜面への対応は重要な

課題であろう．そこで本研究では，長崎市の将来の都市像を議論するために，これまでに策定されてきた

一次から四次までの総合計画に着目し，斜面の捉え方を考察することを目的とする．長崎市の斜面を地形

的特徴の一例とし，地形的特徴が自治体の都市像の記述に与える影響を検討する第一歩とする．具体的に

は，各計画内の斜面に関する記述を全て抽出したうえで，記述の定量的な分析ならびに年代ごとの記述内

容の変遷について分析を行った．その結果，長崎市の斜面の捉え方の変遷を把握し，長崎市の総合計画を

3つの時期に分けることができた． 

 

     Key Words : Nagasaki-city, slope, masterplan, transition, description  

 

 

1. はじめに 

 

(1) 研究の背景・目的 

長崎市は平坦地が少ない地理的特質のため，市街化の

過程で斜面地が利用されてきた．斜面市街地は都市基盤

の整備の遅れや人口減少など多くの問題が指摘されてい

る．一方，斜面地特有の夜景は長崎の景観資源として位

置づけられるなど，今後の長崎市において斜面への対応

は重要な課題であろう．他方，総合計画はこれからの長

崎市が目指す都市像を掲げ，その実現に向けた基本的な

姿勢や道筋を明らかにしたものであり，市民と行政の共

通・共有するまちづくりの指針である1)．そこで本研究

では，長崎市の将来の都市像を議論するために，これま

でに策定されてきた一次から四次までの総合計画に着目

し，長崎市の斜面に対する捉え方の変遷を考察すること

を狭義の研究目的とする． 

本研究の主題に掲げたように，地形的特徴が自治体の

都市像の記述にどのような影響を与え得るのか，あるい

はこれまでに与えてきたのか，について検討することを

広義の研究目的として設定する．本稿は長崎市の斜面を

地形的特徴の一つの例として捉え，そのケーススタディ

を通じて広義の研究目的の第一歩としての検討を試みる

ものである． 

 

(2) 研究の位置づけ 

 長崎市の斜面を対象とした研究では，杉山らの長崎市

立山地区を対象に，斜面市街地整備計画策定へ向けた住

民参加手法の適用として，階層分析法AHPを適用するこ

との有効性を明らかした研究2)，金らの長崎市の斜面市

街地を対象とし，空き家・空き地の発生要因について周

辺の物的環境とアクセスの容易性の2つの観点から評

価・分析を行った研究3)がある． 

総合計画を対象とした研究では，松橋らの環境モデル

都市の総合計画の基本目標等の文言を分析・評価するこ

とで，持続可能な発展の目標を総合計画に位置付ける際

の課題を明らかにした研究4)，三上らの政令指定都市の

総合計画に基づき，副都心化の施策と地域実態の関係に

ついて明らかにした研究5)がある． 

都市計画に関わる文献の記述を対象に言説分析を行っ

た研究では，佐野らの国会議事録等から国土計画に関す

る言説を抽出し，その変遷をまとめ，全国総合開発計画

と比較することで今後の国土計画の役割について考察し
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た研究6)，大沢らの土地区画整理事業に関する主要な全

国雑誌を取り上げ，事業推進上の課題についての言説の

展開を整理し，事業に与える影響，解決方策について考

察した研究7)がある． 

しかしながら，長崎市の総合計画の変遷に着目し，斜

面の捉え方について分析を行った研究は見受けられない．

したがって，本研究は都市計画分野の既往研究における

言説分析の方法を参考にしているが，その対象の違いか

ら上記の研究とは一線を画するものである． 

(3) 研究方法 

 長崎市は一次から四次までの総合計画を策定してきた．

まず，長崎市が策定してきたすべての総合計画を精読し，

その中から斜面に関する記述を抽出した．次に記述の定

量的な分析ならびに年代ごとの記述内容の変遷について

の分析を行い，長崎市の斜面への捉え方について考察し

た．具体的には，3章にて抽出した記述をKJ法によって

分類し，得られたグループ同士の連関を把握するために

再文脈化によって構造化を行った．4章では斜面に関す

る記述について時間の流れとともに整理し，全体像を把

握したうえで，長崎市の斜面に対する捉え方の変遷につ

いて考察を行った． 

 

 

2. 本研究における基本事項 

 

(1) 長崎市について 

ここでは総合計画での長崎市の説明を基に整理する．

長崎市は日本列島の西端，長崎県の南部・長崎半島と西

彼杵半島の付け根に位置し，東は橘湾，西は五島灘に面

している8)．中国大陸，韓国，東南アジアの諸国と近い

距離にあり，また，近海には東シナ海，黄海を控え漁業

基地としての地理的優位性を有している9)．その反面，

日本の西端に位置するため，政治・経済の中心地から遠

く離れており，地形的にも市域が山に囲まれ，平坦地に

乏しく，また大きな河川に恵まれず水源に限界があるな

ど，不利な条件を持っている．市街地は，長崎港へ注ぐ

中島川周辺や浦上川沿いの南北に細く連なる比較的平坦

で商業・業務機能が集積した地域と，平坦地が少ないた

め，長崎港に面して山腹を這い上がるように形成された

斜面市街地により，独特な都市景観を創り出している10)．

さらに新しい市街地が丘陵の外縁部に展開している． 

斜面市街地では，住宅が密集し，道路や公園・緑地，

下水道などの社会資本整備が遅れたため，住環境の悪化

や防災面での脆弱さが顕著になっており人口流出が進ん

でいる11)．また，住宅不足の時代に量的な供給を行って

きたため，斜面住宅地においては，老朽化や設備不足な

どにより空き家が生じている12)． 

1982（昭和57）年には長崎大水害により多くの命が奪

われ，市民の財産や都市基盤も大きな被害に遭い，都市

づくりのあり方を見直す契機となった13)． 

 

(2) 総合計画について 

ここでは総合計画の構成等について整理する．地方自

治法第2条4項の規定(1)では「市町村は事務を処理するに

あたっては，議会の議決を経てその地域における総合的

かつ計画的な行政の運営を図るための基本構想を定め，

これに即して行うようにしなければならない」とあり，

市町村が基本構想を策定することを義務付けていた14)．

一般的に総合計画は地域の将来像やこれを達成するため

に必要な基本政策などを明らかにする「基本構想」，同

構想に基づく施策の体系などを示す「基本計画」，施策

を構成する主な事業の項目などを掲げた「実施計画」の

三層構造で構成されている（図-1）15)． 

 長崎市はこれまで1970（昭和45）年の長崎市総合計画

から2016（平成28）年の長崎市第四次総合計画後期基本

計画までを策定しており（表-1），基本構想は約10～15

年，基本計画は約5年，実施計画は約3年ごとに更新して

いる．また，本研究において，都市像や施策の方針につ

いて考察を行うため，「基本構想」と「基本計画」を研

究対象とし，便宜上各計画を表中の略称で扱う． 

 

(3) 長崎市総合計画の全体的な移り変わり 

ここでは各総合計画の目次を主とした全体的な移り変

わりをみる． 1aが策定されて以降，1bでは新たに〈コミ

図-1 総合計画の構成（文献 15） 

表-1 長崎市の総合計画 

策定年次 名称 計画期間 略称

長崎市基本計画
昭和49年～55年

1974～1980 1b

1980年
長崎市基本計画
昭和54年度～昭和58年度

1979～1983 1c

第二次総合計画

1985年
長崎市総合計画
ゆたかな新しい長崎の創造　‐21世紀に向かって‐

1984～1990 2a

1992年 長崎市総合計画第二次基本計画

第一次総合計画

1970年
85広域産業都市をめざして
長崎市総合計画

～1985 1a

1974年

1991～1995 2b

1996年
にぎわいCITY21
長崎市総合計画第三次基本計画

1996～2000 2c

第三次総合計画
2001年

長崎市第三次総合計画
共に育む交流拠点都市

2001～2005 3a

2005年
長崎市第三次総合計画後期基本計画
平成18年度（2006年度）～平成22年度（2010年度）

2006～2010 3b

第四次総合計画
2011年

長崎市第四次総合計画
平成23年度（2011年度）～平成32年度（2020年度）

2011～2015 4a

2016年
長崎市第四次総合計画後期基本計画
平成28年度（2016年度）～平成32年度（2020年度）

2016～2020 4b
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ュニティ〉，〈原爆被爆者援護〉，〈市民体育〉，〈広

域行政〉の項目が追加された．1cでは〈市街地開発〉，

〈河川〉，〈同和対策〉の項目が追加された．2aでは

〈国際交流〉，〈実施計画の策定〉の項目が追加された． 

2bでは，〈景観〉，〈平和〉に関する項目が追加され，

〈ナガサキ・ヒューマンポート21推進プログラム〉とい

う事業推進を図る項目もみられた．一方で，〈実施計画

の策定〉の項目がなくなった．2c，3aでは新たな項目の

追加はみられなかった．3bでは5つの重点プロジェクト

とその推進についての項目がみられ，〈土地利用〉に関

する項目がなくなった．4a，4bでは新たな項目の追加は

みられなかった．また，1b，1c，2a，3a，3bでは長崎市

内の地区別に整備方針等を述べている〈地区別計画〉と

いう項目がみられた． 

 

 

3. 斜面に関する記述の定量的な分析 

 

(1) 斜面に関する記述の抽出 

本章ではまず，1aから4bまでの総合計画を精読し斜面

に関する記述の抽出を行った．ここでの記述とは斜面に

関する文言の含まれる1文を指し，その記述の総数を計

数した．例えば，図-2において下線で示しているように

「特に斜面部での～検討する」で1つ，「斜面空間の安

全性～推進に努力する」で1つ，「さらに傾斜地開発～

検討する」で1つの記述と数えることとした．同様に記

述の抽出をすべての計画において行い，その結果をまと

めたものを表-2に示す． 

表-2から分かるように，斜面に関する記述の総数は

374であった．総合計画内の構成に基づき，〈基本構

想〉〈総論〉〈計画編〉〈地区別計画〉〈意見〉の項目

ごとの記述数として整理しており，表中の「－」はその

項目自体がないことを表している．また，記述数の傾向

として，1aで40を上回ったのち，20程度の記述数が続き，

2bで再び40を超え，2cから3aにかけて最も多くなり，3b

から4bに至るまでに30程度の記述数に推移している． 

 

(2) KJ法による記述の分類 

次に得られた374の記述についてKJ法を用いて分類を

行った．具体的には374の記述について意味内容の似て

いる記述同士をまとめ，その名付けを行った．この名付

けた一つ一つをグループとする．その結果，41のグルー

プに分類することができた（表-3）．記述の数が多い順

に整理すると［市街地の形成］［都市基盤整備による居

住環境の向上］［独特な都市景観の形成］が上位を占め

た． 

さらに，記述の各計画における内訳を整理したグラフ

を図-3に示す．グラフより各計画に満遍なく記述がみら

れるものや計画によって記述の量に偏りがみられるもの

が確認できた．満遍なく記述がみられるものについては，

［防災体制の強化］［火災への対応］といった防災に関

するものや，［農地への利用］のように斜面地で農業が

展開されていることについてであり，過去から現在まで

常に斜面と共に記載がみられる．偏りがみられる記述に

ついては，［地域特性を活かした住環境整備］［独特な

都市景観の形成］といったものが挙げられ，主に2b，2c

の計画において重点的に記載がみられる．また，［用地

の確保の困難さ］は特に1aで記載がみられた． 

［市街地の形成］と［都市基盤整備による居住環境の

向上］について3aの記述量の多さが際立っているが，こ

れは3aに地区別計画という項目があることの影響が大き

い．長崎市は1999（平成11）年に長崎市都市計画マスタ

ープランを，2000（平成12）年に長崎市環境基本計画を

策定しており，その中で地区別の方針等を定めている16)．

それらを踏まえ，3aでは市域を17地区に区分し，各地区

の現状や今後を示す地区別計画を定めており，複数の地 

図-2 記述抽出の例（下線部は筆者） 

表-2 各計画における斜面に関する記述数 

1a 1b 1c 2a 2b 2c 3a 3b 4a 4b 合計
基本構想 14 2 2 3 3 3 7 7 0 0 41
総論 6 3 1 4 7 21 10 4 2 1 59
計画編 22 6 18 7 29 35 33 16 22 26 214

地区別計画 ― 11 7 6 ― ― 17 0 ― ― 41
意見 ― 1 1 1 2 1 6 4 2 1 19
合計 42 23 29 21 41 60 73 31 26 28 374
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グループ 記述数 グループ 記述数

市街地の形成 28 がけ崩れの危険 8

都市基盤整備による居住環境の向上 25 大景観の保全 7

独特な都市景観の形成 19 開発の限界 7

人口減少 17 水害の危険 7

地域特性を活かした住環境整備 16 市街地整備事業の促進 6

用地の確保の困難さ 16 空き家の増加 6

市街地における不利な条件 16 農業の課題 5

交通環境の改善 14 都市施設整備の遅れ 5

防災体制の強化 14 行政サービスの効率悪化 5

緑化の促進 13 夜景の形成 5

防災事業の推進 13 火災の危険 5

高齢者への支援 12 夜景観光の促進 4

農地への利用 12 農業の改善 4

平坦地に乏しい地形 11 地形的制約を受けない企業誘致 2

火災への対応 11 排気ガスによる大気汚染 1

インフラの普及 11 都市機能の集積の困難さ 1

市街地の拡大 10 墓地の建設 1

道路の整備による生活環境の改善 9 漏水の危険 1

計画的な市街地整備 9 水質の改善 1

計画的な開発 8 斜面都市のアピール 1

行政サービスの効率改善 8 合計 374

表-3 KJ法による記述の分類 

0

5

10

15

20

25

30

市
街
地
の
形
成

都
市
基
盤
整
備
に
よ
る
居
住
環
境
の
向
上

独
特
な
都
市
景
観
の
形
成

人
口
減
少

地
域
特
性
を
活
か
し
た
住
環
境
整
備

用
地
の
確
保
の
困
難
さ

市
街
地
に
お
け
る
不
利
な
条
件

交
通
環
境
の
改
善

防
災
体
制
の
強
化

緑
化
の
促
進

防
災
事
業
の
推
進

高
齢
者
へ
の
支
援

農
地
へ
の
利
用

平
坦
地
に
乏
し
い
地
形

火
災
へ
の
対
応

イ
ン
フ
ラ
の
普
及

市
街
地
の
拡
大

道
路
の
整
備
に
よ
る
生
活
環
境
の
改
善

計
画
的
な
市
街
地
整
備

計
画
的
な
開
発

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
効
率
改
善

が
け
崩
れ
の
危
険

大
景
観
の
保
全

開
発
の
限
界

水
害
の
危
険

市
街
地
整
備
事
業
の
促
進

空
き
家
の
増
加

農
業
の
課
題

都
市
施
設
整
備
の
遅
れ

行
政
サ
ー
ビ
ス
の
効
率
悪
化

夜
景
の
形
成

火
災
の
危
険

夜
景
観
光
の
促
進

農
業
の
改
善

地
形
的
制
約
を
受
け
な
い
企
業
誘
致

排
気
ガ
ス
に
よ
る
大
気
汚
染

都
市
機
能
の
集
積
の
困
難
さ

墓
地
の
建
設

漏
水
の
危
険

水
質
の
改
善

斜
面
都
市
の
ア
ピ
ー
ル

記
述
数

グループ

1a 1b 1c 2a 2b 2c 3a 3b 4a 4b

図-3 KJ法で分類された記述の計画ごとの内訳 
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区において斜面に市街地が形成されていることや都市基

盤整備が必要であることが書かれているため記述量の偏

りがみられる． 

 

(3) 再文脈化による記述の連関分析 

KJ法を用いて分類したことによって得られた41のグル

ープについて，まず，近しい内容のものや影響を及ぼし

ているものなどの関係を確認した．次にグループ同士の

連関を把握するために再文脈化を行った（図-4）． 

図-4より中心に「原因」，その次に「課題」，さらに

外側に「対応」という形で整理することが可能であり，

まず原因には［用地の確保の困難さ］［都市機能集積の

困難さ］［平坦地に乏しい地形］が位置付けられた．次

にこれらの原因からつながるグループとして［市街地の

形成］や［農地への利用］といった斜面地が積極的に活

用されるようになったことや，［がけ崩れの危険］など

の災害の危険，［都市施設整備の遅れ］のような生活環

境の悪化等が把握され，課題に位置付けられる．さらに，

これらの課題は［人口減少］［空き家の増加］［農業の

課題］のように新たな課題へとつながっていることも把

握された．これらの課題から派生するグループは，［防

災体制の強化］［交通環境の改善］［都市基盤整備によ

る居住環境の向上］［大景観の保全］などが挙げられ，

対応に位置付けられる．加えて，これらの対応から［夜

景観光の促進］［斜面都市のアピール］といったものに

発展していることも把握された．また，［地域の特性を

活かした住環境整備］など市街地整備を行うことは，

［交通環境の改善］につながり，さらに［防災体制の強

化］にもつながることが見出され，各グループの相互の

結び付きが把握された． 

したがって，長崎市の総合計画の斜面に関する記述は

図-4のように整理することができ，再文脈化によって構

造化できることが分かった． 

 

 

4. 斜面に関する記述の変遷の分析 

 

(1) 項目ごとにおける斜面に関する記述の有無の確認 

本章では斜面に関する記述の変遷についての分析を行

う．まず，総合計画の目次を基に〈土地利用〉〈景観〉

〈観光〉〈陸上交通〉〈市街地開発〉〈住宅〉〈防災救

急〉〈公園とみどり〉〈商工業〉〈農業〉〈上下水道〉

〈清掃〉〈福祉〉の斜面に関わる13項目を抽出した．図

-5に抽出した項目を下線で例示する．ここで抽出した項

図-4 グループの連関の構造化 

平坦地に
乏しい地形

都市機能集積
の困難さ

用地の確保
の困難さ

夜景観光の促進

斜面都市のアピール

火災の危険
水害の危険
がけ崩れの危険

市街地における不利な条件
行政サービスの効率悪化
都市施設整備の遅れ
漏水の危険

市街地の拡大
農地への利用
墓地の建設
市街地の形成
独特な都市景観の形成

排気ガスによる
大気汚染

火災への対応
防災体制の強化
防災事業の推進

大景観の保全
夜景の形成

緑化の促進

高齢者への支援
行政サービスの効率改善
インフラの普及
水質の改善

農業の改善

計画的な開発
計画的な市街地整備
市街地整備事業の促進
都市基盤整備による居住環境の向上
地域の特性を活かした住環境整備

交通環境の改善
道路の整備による生活環境の改善

地形的制約を受けない企業の誘致

人口減少
開発の限界
空き家の増加

農業の課題
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目の名前は総合計画全体を見通した中でまとめる際に簡

略化したものである．例えば，〈魅力ある都市空間の形

成〉〈魅力あふれる都市景観の形成〉などの項目は〈景

観〉，〈高齢者福祉の充実〉〈長寿社会への対応〉など

の項目は〈福祉〉，〈上水道〉と〈下水道〉に関わる項

目は〈上下水道〉として扱う．次に，項目ごとの斜面に

関する記述の有無を表-4にまとめた．表における「○」

は「斜面に関する記述あり」，「空欄」は「項目自体は

あるが，斜面に関する記述無し」，「－」は「項目自体

無し」とする． 

斜面に関する記述のある項目は，〈防災救急〉のよう

に初期から現在まで全ての計画に記載されているものや，

〈土地利用〉のように初期にはあったものの現在では見

られなくなったもの，〈景観〉や〈福祉〉といった二次

あるいは三次計画から記載が見られるものが確認された． 

 

(2) 項目ごとにおける斜面の捉え方の変遷 

次に項目ごとに斜面に関する記述の変遷をまとめ，分

析を行った．一部の項目のみ表を示した． 

a) 土地利用 

主に開発の限界や都市機能の悪化など斜面地における

問題に関する記述や，都市施設の充実や宅地化の規制に

よる居住環境の改善といった斜面市街地の整備に関する

記述がみられた（表-5）．2c，3aでは魅力的な都市景観

の保全・形成を図るための土地利用といった記述がみら

れた．そのため住宅，市街地開発，景観など他の項目と

関連するところが多い． 

b) 景観 

 1989（昭和64）年に長崎市の景観行政の第一歩として

長崎市都市景観条例が施行された17)．その後に策定され

た2bから斜面に関する記述がみられるようになった（表

-6）．2c以降は主に海－まち－山の三要素が調和した長

崎の大景観についての記述が多く，魅力的な夜景景観の

形成についての記述も見られるようになっている． 

c) 観光 

 2bでは観光客の円滑な行動が図りにくいという交通面

での記述が見られていたが，3b以降は夜景観光の開発・

促進といった記述が増え，景観との関わりが強くなって

いることがわかる（表-7）． 

d) 陸上交通 

 1aから2bでは交通網が狭隘な都心部に集中しているこ

とから，道路の整備等によって交通環境の改善を行うと

いう記述が多くみられた．また，2b以降からは斜面交通

システムの整備や市独自の道路整備基準を設けるなど斜

面市街地における道路整備や交通に関する記述がみられ

るようになった． 

e) 市街地開発 

 1cから記述がみられるようになり，2aから居住環境の

向上についての記述が増加している（表-8）．2b，2cで

は国内外の斜面都市との情報交換を行うという記述がみ

られるが，これは1989（平成元）年に開催された国際斜

面都市会議の影響が大きいと考えられる．また，2b以降

は居住環境の悪化等による人口流出という記述がみられ

るようになり，市街地の住環境の改善や防災性の向上が

重要になっている． 

f) 住宅 

 1989（平成元）年に国際斜面都市会議が開催され，こ

れが斜面市街地の住環境整備に取りかかるきっかけとな

ったこともあり，2bから住環境整備に関する記述が多く

見られるようになった（表-9）．また，3a以降の計画か

らは斜面地における空き家についての記述がみられるよ

図-5 1bの目次における抽出例（下線部は筆者） 

表-4 斜面に関する記述の有無 

1a 1b 1c 2a 2b 2c 3a 3b 4a 4b

土地利用 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ― ― ―
景観 ― ― ― ― ○ ○ ○ ○ ○
観光 ○ ○ ○ ○
陸上交通 ○ ○ ○ ○ ○ ○
市街地開発 ― ― ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
住宅 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
防災救急 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
公園とみどり ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
商工業 ○ ○ ○ ○ ○
農業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
上下水道 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
清掃 ○ ○ ○ ○ ○ ○
福祉 ○ ○ ○
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表-8 市街地開発の記述の変遷（抜粋） 

表-9 住宅の記述の変遷（抜粋） 

うになり，空き家問題への関心が高まっていることがわ

かる． 

g) 防災救急 

 1aから災害の危険性や防災対策などの記述がみられて

いたが，1982（昭和57）年に長崎大水害を経験した後に

策定された2a以降の計画では防災都市づくりや防災対策

の推進といった記述がさらに増加している．また，4aか

らは空き家の増加による火災の危険といった記述がみら

れ，空き家問題とも関連していることがわかる． 

h) 公園とみどり 

 1aから2bにおいては公園整備のための用地の確保が困

難であることの記述が多くみられた．2c以降は主に緑化

の推進に関する記述が多く，環境への配慮がみられる．

4aからは災害時の避難場所としての公園整備といった記

述がみられ，防災との関連がわかる． 

i) 商工業 

 1aから1cまでは工業発展のための立地条件に恵まれず，

大企業の進出が困難といった記述がみられるが，4a以降

は地理的制約をあまり受けない情報通信関連企業等の誘

致を行うといった記述がみられ，地形的に不利な条件を

受け入れたうえでの発展を促していることがわかる． 

j) 農業 

 農地の多くが斜面地にあるという不利な耕作条件から 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表-5 土地利用の記述の変遷（抜粋） 

表-6 景観の記述の変遷（抜粋） 

表-7 観光の記述の変遷（抜粋） 
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多くの費用や労力を要することや農道の整備についての

記述が多くみられるが，4bでは施設園芸等の地形を活か

した栽培方法を進めるといった記述もみられた． 

k) 上下水道 

 1aから1cでは給水の円滑化や下水道の普及を目的とし

た施設の整備についての記述がみられ，2b，2cでは汚水

収容困難地区の解消や水洗化の促進などより暮らしやす

い環境づくりのための整備についての記述がみられた．

また，3b，4aでは水の安定供給のための施設の整備につ

いての記述がみられた． 

l) 清掃 

 1cから2cではごみ収集の効率化についての記述が多く

みられた．3b以降は資源ごみの処理についての記述が多

くみられ，資源化への意識が強くなっている． 

m) 福祉 

 主に斜面地に居住する高齢者への日常的な支援につい

ての記述がみられた．2000（平成12）年に介護保険制度

が開始され，その後に策定された3aから記述がみられる

ようになっている．斜面に居住する人が介護保険から受

給できるサービスが制約されないように支援を行うとい

う記述がみられた． 

 

(3) 斜面の捉え方の変遷の全体像 

さらに上記13の項目の記述を図-6に整理し，斜面の捉

え方の変遷について全体像の把握を試みた． 

まず図中にて把握されたまとまりを「ゾーン」として

捉えゾーンごとの特徴を述べる．ゾーン①では交通容量

の不足やインフラの普及がまだ十分ではないため，道路

の新設，農道の整備，下水道の整備などをおこなうこと

で都市施設を充実させていくといった記述が多くみられ

る．ゾーン②では斜面地の整備が不十分で安全性と利便

性が乏しいため，斜面都市づくりとしての居住環境の向

上や斜面交通システム整備といった斜面市街地を暮らし

やすくするための記述が多くみられる．ゾーン③では

「土地利用等を通して自然と街の調和を図る」のように

景観の保全・形成に関する記述が〈景観〉と〈土地利

用〉の項目においてみられるようになっている．ゾーン

④では斜面地が多いことによる公園整備や工業発展のた

めの用地確保の困難さ，大企業の進出の困難さから，用

地確保のための整備や中小企業の育成を行うという記述

がみられたが，ゾーン⑤では地形的な制約を受けない企

業の誘致，災害時における公園の有効活用といった限ら

れた空間を有効に活用していくといった記述に変化して

いる． 

2bから〈景観〉の項目において夜景の形成に関する記

述がみられるが，その後3bからは〈観光〉の項目でも夜

景についての記述がみられるようになり，4bでは〈観

光〉の項目でのみ夜景の記述がみられるようになった．

これより〈景観〉から〈観光〉へ夜景の記述が遷移して

いることがわかる． 

2bの〈市街地開発〉の項目から人口流出についての記

述がみられるようになり，その後3aの〈住宅〉の項目に

おいて人口流出や居住環境の悪化による空き家の増加に

ついての記述がみられるようになった．また，4aの〈防

災救急〉の項目からは空き家の増加による火災の危険に

ついての記述がみられるようになっており，「人口流

出」「空き家の増加」「火災の危険」と影響が広がって

いることがわかる． 

2bをみると〈土地利用〉，〈市街地開発〉，〈住宅〉

の項目において，斜面都市という言葉が用いられるよう

になっている．一方，1989（平成元）年に長崎で「国際

斜面都市会議」が開催されており，総合計画内で斜面都

市という言葉が用いられ始めた時期と一致している．つ

まり，国際斜面都市会議の影響で総合計画内で斜面都市

という言葉が使われるようになったと考えられる．また，

この時期に斜面都市との情報交換などを通して斜面市街

地の整備を進めていくことで居住環境を向上させていこ

うという機運が高まったことが把握できる． 

以上を踏まえて，1aから4bの計画は，まず道路や下水

道などの整備を行うことで都市施設を充実させたⅠ【都

市施設充実期】，次に安全性や利便性に乏しい斜面市街

地の整備によって居住環境を向上させようとしたⅡ【居

住環境向上期】，さらに斜面の特徴を踏まえたうえで限

られた空間を有効に活用していくⅢ【空間有効活用期】

の3つの時期に分けることができた． 

 

 

5. まとめ 

 

(1) 本研究の成果 

 3章より，KJ法によって斜面に関する記述を41のグル

ープに分類し，グループ同士の連関について整理するこ

とができた．また，再文脈化によって「原因→課題→対

応」の連関として構造化できることが分かった． 

 4章より，斜面に関する記述の項目別の変遷，全体像

について確認することができた．また，これまでに策定

されてきた総合計画は大きくⅠ【都市施設充実期】，Ⅱ

【居住環境向上期】，Ⅲ【空間有効活用期】の3つの時

期に分けることができ，長崎市の斜面の捉え方の変遷を

把握することができた． 

 長崎市の総合計画を斜面の捉え方に着眼し，その変遷

の全体像を把握することによって，長崎市政はこれまで

に斜面に関わる出来事に柔軟に対応してきたことが分か

った．特に，ⅠとⅡあるいはⅡとⅢのような変化点を得

たことは本研究の成果といえよう． 
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と
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ど
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工
業
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業

上
下
水
道

清
掃

福
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長
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主
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出
来
事

Ⅰ 都 市 施 設 充 実 期

1
a

1
9
7
0
年

1
b

1
9
7
4
年

1
9
7
9
年
本
島
等
市
長
就
任

1
c

1
9
8
0
年

1
9
8
2
年
長
崎
大
水
害

1
9
8
3
年
眼
鏡
橋
の
復
元
完
成

1
9
8
4
年
長
崎
市
防
災
行
政
無
線
開
局

2
a

1
9
8
5
年

1
9
8
9
年
長
崎
市
都
市
景
観
条
例
施
行

1
9
8
9
年
国
際
斜
面
都
市
会
議
を
開
催

1
9
8
9
年
長
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行
1
0
0
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台
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造
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に
指
定
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長
崎
水
道
創
設
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0
0
周
年

Ⅱ 居 住 環 境 向 上 期

2
b

1
9
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年
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9
9
3
年
ご
み
の
5
分
別
収
集
開
始

1
9
9
4
年
消
防
緊
急
通
信
指
令
シ
ス
テ
ム
が
ス
タ
ー
ト

1
9
9
4
年
渇
水
対
策
本
部
を
2
5
年
ぶ
り
に
設
置

1
9
9
5
年
社
会
法
人
長
崎
国
際
観
光
コ
ン
ベ
ン
シ
ョ
ン
協
会
を
設
立

1
9
9
5
年
伊
藤
一
長
市
長
就
任

1
9
9
6
年
大
規
模
災
害
に
備
え
「
画
像
伝
送
シ
ス
テ
ム
」
運
用
開
始

2
c

1
9
9
6
年

1
9
9
7
年
中
核
市
と
し
て
ス
タ
ー
ト

1
9
9
7
年
北
陽
町
で
地
す
べ
り
が
発
生

1
9
9
9
年
全
国
観
光
地
の
魅
力
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評
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で
，
5
つ
星
を
獲
得

2
0
0
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年
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内
初
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
バ
ス
運
行
開
始

2
0
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0
年
介
護
保
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制
度
ス
タ
ー
ト

2
0
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中
島
川
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寺
町
地
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が
都
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景
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1
0
0
選
に
選
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れ
る

3
a

2
0
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1
年
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0
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都
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催
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森
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オ
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長
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と
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野
母
崎
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三
和
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外
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の

6
町
が
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併

3
b

2
0
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年
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0
0
6
年
長
崎
市
と
琴
海
町
が
合
併

2
0
0
6
年
日
本
で
は
じ
め
て
の
ま
ち
歩
き
博
覧
会
「
長
崎
さ
る
く

博
’
0
6
」
開
幕

2
0
0
7
年
田
上
富
久
市
長
就
任

2
0
0
8
年
長
崎
市
平
和
公
園
が
国
の
登
録
記
念
物
に
選
定
さ
れ
る

2
0
1
1
年
「
伊
王
島
大
橋
」
開
通

Ⅲ 空 間 有 効 活 用 期

4
a

2
0
1
1
年

2
0
1
2
年
長
崎
市
が
世
界
新
三
大
夜
景
に

4
b

2
0
1
6
年

総
合
的
な
視
点
に

基
づ
く
土
地
利
用

計
画
を
確
立

宅
地
化
の

規
制
検
討

都
市
施
設

の
充
実

土
地
の

効
率
的

利
用

住
民
参
加
の
も
と
に

斜
面
市
街
地
再
生

事
業
を
推
進

自
然
的
土
地
利
用
と
都
市
的
土
地
利
用
と

が
調
和
し
た
適
正
な
市
街
地
の
拡
大
整
備

「
斜
面
都
市
」
の

様
相

土
地
の

高
度
利
用

を
促
進

居
住
環
境
の

改
善

都
市
景
観
の
保
全
・
形

成
と
そ
の
活
用
を
図
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用
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の
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図
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景
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光
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独
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路
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を
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の
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の
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・
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斜
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通

シ
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整
備

輸
送
体
系

の
整
備

定
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改
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居
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境
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整
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口
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住
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ま
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づ
く
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面
都
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情
報
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換
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宅
地
開
発

の
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斜
面
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づ
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居
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環
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空
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の
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防
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づ
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消
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化
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危
険

水
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緑
の

ネ
ッ
ト
ワ
ー
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を
推
進

緑
化
の

促
進用
地
の
確
保

が
困
難

用
地
の
確
保

が
困
難

用
地
の
確
保

が
困
難

緑
化
の

促
進

災
害
時
に
お
け
る

公
園
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有
効
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用

工
業
発
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利
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地
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工
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発
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地
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地
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的
制
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い
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地
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活
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耕
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道
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が
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か
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生
産
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費
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か
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利
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滑
化

漏
水
の

危
険

汚
水
収
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困
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地
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解
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滑
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収
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地
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収
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収
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困
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生
活
支
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狭
隘
な
道
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階
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巻
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道
路
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地
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ス
道
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の
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備

交
通
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の
整
備

交
通
網

の
整
備

ト
ン
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ル
道
路
の
建
設

「
車
み
ち
」

の
整
備

消
防
力

の
強
化

人
口

流
出

災
害
の

危
険

災
害
の

危
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述
の
変
遷
の
全
体
像
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(2) 今後の展開 

 地形的特徴が自治体の都市像の記述にどのような影響

を与え得るのか，あるいはこれまでに与えてきたのか，

について本研究の成果をもって一般化することは難しい．

しかしながら，長崎市の斜面に対する記述からは，初期

では地形的特徴がもたらす制約や課題に対して早急に対

応していく段階を経て，地形的特徴を認識する段階に至

り，その後それらの特徴を理解したうえで活用に舵を切

るといった大きな流れが見えつつある．社会全体が成熟

した時期を迎える今日，各自治体が今後の30年の都市像

を模索する際に，その地域ごとの地形的特徴を理解し活

用していくための知見の蓄積が期待される． 

 

 

補注 

(1) 2011（平成23）年に地方自治法の一部を改正する法律が施

行されており，現在では基本構想の策定の義務付けはなさ

れていない18)． 
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